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(57)【要約】
【課題】構造が簡単で、取外し易いロック機構及びこれ
を用いる携帯電子装置を提供すること。
【解決手段】本発明に係るロック機構は、固定座と、前
記固定座に回転可能に取り付けられる２つの係止部材と
、前記固定座に固定され且つ前記係止部材と前記固定座
とにそれぞれ当止される弾性部材と、前記固定座にスラ
イド可能に取り付けられ、且つ前記２つの係止部材を回
転させるように推進するリリース部材と、を備えてなる
。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　固定座と、
　前記固定座に回転可能に取り付けられる２つの係止部材と、
　前記固定座に固定され且つ前記係止部材と前記固定座とにそれぞれ当止される弾性部材
と、
　前記固定座にスライド可能に取り付けられ、且つ前記２つの係止部材を回転させるよう
に推進するリリース部材と、
　を備えてなるロック機構。
【請求項２】
　前記２つの係止部材はそれぞれ振りアームを含み、前記リリース部材は押圧部及び２つ
の当止アームを含み、
　前記２つの当止アームは前記押圧部の両側に対称的に設置され、且つ前記２つの係止部
材の振りアームにそれぞれ当止されることを特徴とする請求項１に記載のロック機構。
【請求項３】
　前記弾性部材はトーションバネであり、リング状の固定部及び前記固定部から延伸する
第一弾性端部及び第二弾性端部を含み、
　前記固定座には第一固定ピンが凸設され、前記弾性部材の固定部は前記第一固定ピンに
固定され、前記第一弾性端部及び前記第二弾性端部は前記振りアームと前記固定座とにそ
れぞれ当止されることを特徴とする請求項２に記載のロック機構。
【請求項４】
　前記２つの係止部材はそれぞれ円孔を有する固定端を含み、前記固定座には第二固定ピ
ンがさらに凸設され、前記振りアームには当接面が設置され、
　前記固定端は前記第二固定ピンにそれぞれ回転可能に固定され、前記弾性部材の第二弾
性端部は前記当接面に当止されることを特徴とする請求項３に記載のロック機構。
【請求項５】
　前記固定座は順次に連接する第一側壁、第二側壁、第三側壁及び第四側壁を含み、前記
弾性部材の第一弾性端部は前記第三側壁に当止され、
　前記第二側壁及び前記第四側壁にはそれぞれノッチを有し、前記係止部材の振りアーム
は前記ノッチを貫通して前記固定座の両側へ突出させることを特徴とする請求項４に記載
のロック機構。
【請求項６】
　前記固定座は底板をさらに含み、前記第一側壁、第二側壁、第三側壁及び第四側壁はす
べて前記底板に垂直に連結し且つ前記底板と共同で取付空間を囲んで形成し、
　前記第一側壁には前記取付空間に連通する開口が開設され、前記開口は前記リリース部
材を取り付けることに用いられることを特徴とする請求項５に記載のロック機構。
【請求項７】
　背面を有する本体と、ロック機構と、前記ロック機構を介して前記本体の背面に着脱可
能に取り付けられる電池ケースと、を備えてなる携帯電子装置において、
　前記本体の背面には２つのフックが凸設されており、前記ロック機構は前記電池ケース
に取り付けられる固定座、前記固定座に回転可能に取り付けられ且つ前記本体のフックに
対応して前記固定座から突出される２つの係止部材、前記係止部材と前記固定座との間に
保持される２つの弾性部材及び前記固定座にスライド可能に取り付けられるリリース部材
を含み、
　前記リリース部材を推進することにより前記２つの係止部材を回転させて、前記係止部
材と前記フックとを互いに係合させる又は互いに離脱させて、前記電池ケースと前記本体
とのロック又は解除を実現することを特徴とする携帯電子装置。
【請求項８】
　前記電池ケースの前記フックに対応する一端には切り口が開設され、前記ロック機構の
指当て部は前記切り口に対応して収納され、
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　前記切り口の両側にはそれぞれ係止ブロックが凸設され、前記固定座の第一側壁におけ
る前記開口の両側には前記係止ブロックに対応する係合凹溝がそれぞれ形成され、
　前記係止ブロックを前記係合凹溝内に係合することにより、前記固定座を前記電池ケー
スに取り付けることを特徴とする請求項７に記載の携帯電子装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ロック機構及びこれを用いる携帯電子装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　現在、広く用いられている携帯電話、携帯情報端末（ＰＤＡ）などの携帯電子装置のほ
とんどは、リチウム電池を電源とする。前記携帯電子装置に電力を供給するリチウム電池
の容量がなくなると、たびたび電池ケースを取り外して電池を交換しなければならない。
しかし、従来の電池ケースは、一般的にクリップまたはロックピンなどを介して携帯電子
装置の本体に設けられた取付凹所内に係合されているため、取り外し操作に時間と力が掛
り、ユーザにとって不便である。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　以上の問題点に鑑みて、本発明は、構造が簡単で、取外し易いロック機構及びこれを用
いる携帯電子装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　前記問題を解決するために、本発明に係るロック機構は、固定座と、前記固定座に回転
可能に取り付けられる２つの係止部材と、前記固定座に固定され且つ前記係止部材と前記
固定座とにそれぞれ当止される弾性部材と、前記固定座にスライド可能に取り付けられ、
且つ前記２つの係止部材を回転させるように推進するリリース部材と、を備えてなる。
【０００５】
　また、本発明に係る携帯電子装置は、２つのフックが凸設される背面を有する本体と、
ロック機構と、前記ロック機構を介して前記本体の背面に着脱可能に取り付けられる電池
ケースと、を備えてなる。前記ロック機構は前記電池ケースに取り付けられる固定座、前
記固定座に回転可能に取り付けられ且つ前記本体のフックに対応して前記固定座から突出
される２つの係止部材、前記係止部材と前記固定座との間に保持される２つの弾性部材及
び前記固定座にスライド可能に取り付けられるリリース部材を含む。前記リリース部材を
推進することにより前記２つの係止部材を回転させて、前記係止部材と前記フックとを互
いに係合させる又は互いに離脱させて、前記電池ケースと前記本体とのロック又は解除を
実現する。
【発明の効果】
【０００６】
　従来の技術に比べて、本発明に係る携帯電子装置の電池ケースに取付けられたロック機
構は、構造が簡単で便利に操作できる。前記ロック機構のリリース部材を押圧するだけで
、前記ロック機構の係止部材を前記本体のフックから離脱させる又は前記フックに係合さ
せることができるので、前記電池ケースと前記本体との組立操作又は取外し操作が容易且
つ迅速となる。
【図面の簡単な説明】
【０００７】
【図１】本発明の実施形態に係る携帯電子装置の立体分解図である。
【図２】図１に示すロック機構の拡大分解図である。
【図３】図１に示す携帯電子装置を一体に組立てた後の局部を示す図である。
【図４】図３に示す携帯電子装置のロック機構が押圧された時に携帯電子装置の本体から
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離脱される状態を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【０００８】
　以下、図面に基づいて、本発明の実施形態に係るロック機構及びこれを用いる携帯電子
装置に関して詳細に説明する。前記携帯電子装置は、携帯電話、個人用携帯情報端末（Ｐ
ＤＡ）等とすることができる。
【０００９】
　図１に示すように、本発明に係る携帯電子装置は、本体１０、電池ケース２０及びロッ
ク機構３０から構成される。前記本体１０は略矩形を呈し、背面１１を有する。前記背面
１１には、電池（図示せず）を収納するための電池装填部１３が凹んで形成されている。
また、前記背面１１における前記本体１０の一端に近接する箇所には、前記電池装填部１
３に向けて略「Ｌ」型である２つのフック１５が凸設されている。
【００１０】
　前記電池ケース２０は、前記本体１０の背面１１上に着脱可能に取付けられて、略矩形
の主体板２１及び前記主体板２１の周縁から折り曲げられて延伸する側壁２２を含む。前
記電池ケース２０の前記フック１５に対応する一端の略中央部には、前記ロック機構３０
を取付けるための切り口２３が凹んで形成される。前記側壁２２の内表面における前記切
り口２３の両側には、前記ロック機構３０に係合される係止ブロック２４がそれぞれ設置
される。
【００１１】
　図２に示すように、前記ロック機構３０は、固定座３１、リリース部材３２、２つの弾
性部材３３及び２つの係止部材３４を含む。
【００１２】
　前記固定座３１は略矩形を呈し、底板３１０と、前記底板３１０の周縁に垂直に凸設さ
れ且つ順次に連接する第一側壁３１１、第二側壁３１２、第三側壁３１３及び第四側壁３
１４と、を含む。前記底板３１０と前記側壁３１１、３１２、３１３、３１４とは共同で
取付空間を囲んで構成する。前記第一側壁３１１及び前記第二側壁３１２は、それぞれ前
記第三側壁３１３及び前記第四側壁３１４に対向して設置される。
【００１３】
　前記第一側壁３１１の略中央部には、前記取付空間と互いに連通し且つ前記リリース部
材３２を取り付けることに用いられる開口３１５を有する。前記開口３１５の両側には、
前記電池ケース２０の係止ブロック２４に対応する２つの係合凹溝３１６がそれぞれ開設
されている。前記係止ブロック２４を前記係合凹溝３１６内に係合することにより、前記
固定座３１が前記電池ケース２０に取り付けられる。
【００１４】
　前記第二側壁３１２及び前記第四側壁３１４の略中央部には、前記取付空間に連通する
ノッチ３１７がそれぞれ開設され、前記２つのノッチ３１７は対称的に設置される。前記
底板３１０の上面には２つの第一固定ピン３１８及び２つの第二固定ピン３１９が設けら
れている。前記第一固定ピン３１８は円柱体であり、前記第三側壁３１３に沿って一定の
間隔をあけて凸設され且つそれぞれ前記第二側壁３１２及び前記第四側壁３１４に近接す
る。前記第二固定ピン３１９は中空の円柱体であり、前記第三側壁３１３の略中央部に近
接して間隔をあけて凸設される。前記第一固定ピン３１８は前記弾性部材３３を固定する
ことに用いられ、前記第二固定ピン３１９は前記係止部材３４を固定することに用いられ
る。
【００１５】
　前記リリース部材３２は前記電池ケース２０の切り口２３に対応して、前記固定座３１
の取付空間内にスライドするように取り付けられて、前記電池ケース２０の前記本体１０
に相対する開閉を実現する。前記リリース部材３２は、押圧部３２１及び２つの当止アー
ム３２２を含む。前記押圧部３２１は、略弧形の板状体である指当て部３２１１及び前記
指当て部３２１１の一端に固着される階段部３２１２を含む。前記指当て部３２１１の外
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形やサイズは前記電池ケース２０の切り口２３に対応する。前記２つの当止アーム３２２
は略「Ｌ」型であり、前記階段部３２１２の端縁からそれぞれ外側へ延伸して形成される
。前記リリース部材３２が前記電池ケース２０に取付けられた後、前記指当て部３２１１
は前記切り口２３に係合され、かつ前記階段部３２１２は前記電池ケース２０の内面に当
止される。
【００１６】
　前記弾性部材３３は、トーションバネであり、前記固定座３１の第一固定ピン３１８に
固定されるコイル状の固定部３３１、前記第三側壁３１３と前記係止部材３４とにそれぞ
れ当止される第一弾性端部３３２及び第二弾性端部３３３を含む。
【００１７】
　前記２つの係止部材３４は前記固定座３１に回転可能に取付けられて、固定端３４１、
連接アーム３４２、振りアーム３４３及び係合ブロック３４４を含む。前記固定端３４１
は略矩形のブロックであり、その中央部には円孔３４１１を有する。前記固定端３４１の
円孔３４１１を前記第二固定ピン３１９上に回転可能に被せることにより、前記係止部材
３４の一端を前記固定座３１に取付固定する。前記連接アーム３４２は細長いロッドであ
り、前記固定端３４１の片側から折り曲げられて延伸する。前記振りアーム３４３も細長
いロッドであり、前記連接アーム３４２の端部から前記固定端３４１に平行な方向へ折り
曲げられて延伸する。前記振りアーム３４３の片側には当接面３４３１が設置される。前
記係合ブロック３４４は、前記振りアーム３４３の端部における前記当接面３４３１に対
向する片側に直交して凸設される。前記係合ブロック３４４は前記本体１０のフック１５
と互いに係合して、前記固定座３１を前記本体１０に固定する。
【００１８】
　以下、図１乃至図３を参照しながら、前記ロック機構３０の組立ステップを詳細に説明
する。
【００１９】
　組み立てる場合に、まず、前記リリース部材３２の押圧部３２１を前記固定座３１の開
口３１５内に係合して、その２つの当止アーム３２２をそれぞれ前記第一側壁３１１と前
記底板３１０とからなる取付空間内に収納させる。
【００２０】
　次に、前記２つの係止部材３４及び前記２つの弾性部材３３をそれぞれ前記固定座３１
の取付空間内に取付ける。具体的に言うと、前記係止部材３４の固定端３４１を前記第二
固定ピン３１９に回転可能に固定すると共に、前記振りアーム３４３を前記ノッチ３１７
から前記固定座３１の外側へ突き出させる。一方、前記弾性部材３３の固定部３３１を前
記第一固定ピン３１８に固定すると共に、その第一弾性端部３３２及び第二弾性端部３３
３をそれぞれ前記固定座３１の第三側壁３１３と前記振りアーム３４３の当接面３４３１
とに当止させる。
【００２１】
　この際、前記弾性部材３３は前記振りアーム３４３と前記第三側壁３１３との間に挟持
されて、前記振りアーム３４３を前記第三側壁３１３から離れるように推進する。従って
、前記係止部材３４の振りアーム３４３は前記リリース部材３２の当止アーム３２２に当
接される。このようにして、前記ロック機構３０は一体に組み立てられた。
【００２２】
　図４を一緒に参照すると、本発明の携帯電子装置を組み立てる場合に、まず、前記電池
ケース２０の２つの係止ブロック２４を前記固定座３１の係合凹溝３１６内にそれぞれ係
合させて、前記リリース部材３２の指当て部３２１１を前記電池ケース２０の切り口２３
内に収納する。これにより、上記組み立てたロック機構３０を前記電池ケース２０に取付
けた。
【００２３】
　次に、上記電池ケース２０を前記本体１０の背面１１に被せてから、前記リリース部材
３２を推進すると、その２つの当止アーム３２２はそれぞれ前記２つの振りアーム３４３
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を推進して、前記振りアーム３４３を前記ノッチ３１７内で前記第三側壁３１３に向けて
スライドさせる。従って、前記弾性部材３３は前記振りアーム３４３に圧縮されて弾性力
を蓄積するようになる。次に、前記電池ケース２０を押圧して、前記係止部材３４の係合
ブロック３４４と前記本体１０のフック１５との位置を合せてから、前記リリース部材３
２を放すと、前記弾性部材３３は弾性力を解放して前記２つの係止部材３４を元に戻す。
従って、前記係止部材３４の係合ブロック３４４は前記本体１０のフック１５に係合され
て、前記電池ケース２０を前記本体１０にロックした。
【００２４】
　前記電池ケース２０を前記本体１０から取り外す場合は、前記リリース部材３２の押圧
部３２１を推進すると、前記リリース部材３２の２つの当止アーム３２２はそれぞれ前記
２つの係止部材３４の振りアーム３４３を推進して、前記係止部材３４を前記第二固定ピ
ン１９を支点として前記ノッチ３１７内で前記第三側壁３１３に向けて移動させると共に
、前記弾性部材３３を圧縮する。このようにして、前記２つの係止部材３４の係合ブロッ
ク３４４はそれぞれ前記本体１０の２つのフック１５から離脱されて、前記電池ケース２
０が前記本体１０から取り外された。
【００２５】
　本発明に係る携帯電子装置の電池ケース２０に取付けられたロック機構３０は、構造が
簡単で便利に操作できる。前記ロック機構３０のリリース部材３２を押圧するだけで、前
記ロック機構３０の係止部材３４を前記本体１０のフック１５から離脱させる又は前記フ
ック１５に係合させることができるので、前記電池ケース２０と前記本体１０との組立操
作又は取外し操作が容易且つ迅速となる。
【００２６】
　以上、本発明の好適な実施形態について詳細に説明したが、本発明は前記実施形態に限
定されるものではなく、本発明の範囲内で種々の変形又は修正が可能であり、該変形又は
修正も又、本発明の特許請求の範囲内に含まれるものであることは、いうまでもない。
【符号の説明】
【００２７】
　１０　　　本体
　１１　　　背面
　１３　　　電池装填部
　１５　　　フック
　２０　　　電池ケース
　２１　　　主体板
　２２　　　側壁
　２３　　　切り口
　２４　　　係止ブロック
　３０　　　ロック機構
　３１　　　固定座
　３２　　　リリース部材
　３３　　　弾性部材
　３４　　　係止部材
　３１０　　底板
　３１１　　第一側壁
　３１２　　第二側壁
　３１３　　第三側壁
　３１４　　第四側壁
　３１５　　開口
　３１６　　係合凹溝
　３１７　　ノッチ
　３１８　　第一固定ピン
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　３１９　　第二固定ピン
　３２１　　押圧部
　３２２　　当止アーム
　３３１　　固定部
　３３２　　第一弾性端部
　３３３　　第二弾性端部
　３４１　　固定端
　３４２　　連接アーム
　３４３　　振りアーム
　３４４　　係合ブロック
　３２１２　階段部
　３２１１　指当て部
　３４１１　円孔
　３４３１　当接面

【図１】 【図２】
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